
【様式第1号】

自治体名：南房総市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 100,556,879   固定負債 30,345,971

    有形固定資産 70,719,901     地方債等 22,586,866

      事業用資産 39,496,985     長期未払金 191,082

        土地 6,822,032     退職手当引当金 4,994,206

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 65,142,621     その他 2,573,817

        建物減価償却累計額 -33,964,478   流動負債 4,566,097

        工作物 5,292,939     １年内償還予定地方債等 4,026,795

        工作物減価償却累計額 -4,417,684     未払金 130,512

        船舶 4,147     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -4,147     前受金 11

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 267,710

        航空機 -     預り金 140,737

        航空機減価償却累計額 -     その他 332

        その他 - 負債合計 34,912,068

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 621,554   固定資産等形成分 104,001,133

      インフラ資産 28,491,504   余剰分（不足分） -29,892,883

        土地 423,058   他団体出資等分 -

        建物 569,669

        建物減価償却累計額 -294,607

        工作物 91,882,292

        工作物減価償却累計額 -64,155,181

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 66,272

      物品 7,682,485

      物品減価償却累計額 -4,951,073

    無形固定資産 5,929

      ソフトウェア 1,793

      その他 4,136

    投資その他の資産 29,831,049

      投資及び出資金 6,302,275

        有価証券 41,900

        出資金 6,257,375

        その他 3,000

      長期延滞債権 349,244

      長期貸付金 121,139

      基金 23,100,344

        減債基金 4,858,263

        その他 18,242,081

      その他 -

      徴収不能引当金 -41,953

  流動資産 8,463,439

    現金預金 4,351,513

    未収金 654,699

    短期貸付金 20,796

    基金 3,423,459

      財政調整基金 3,423,459

      減債基金 -

    棚卸資産 30,378

    その他 -

    徴収不能引当金 -17,405

  繰延資産 - 純資産合計 74,108,250

資産合計 109,020,318 負債及び純資産合計 109,020,318

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：南房総市

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 11,347

    その他 -

純行政コスト 31,107,516

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 11,347

  臨時損失 205,068

    災害復旧事業費 113,061

    資産除売却損 92,006

    使用料及び手数料 1,328,744

    その他 1,194,743

純経常行政コスト 30,913,795

      社会保障給付 2,398,212

      その他 21,619

  経常収益 2,523,487

        その他 870,849

    移転費用 18,956,228

      補助金等 16,535,888

      その他の業務費用 1,105,288

        支払利息 180,526

        徴収不能引当金繰入額 53,913

        維持補修費 1,036,728

        減価償却費 3,155,053

        その他 2,183

        その他 788,069

      物件費等 8,770,970

        物件費 4,577,005

        職員給与費 3,505,761

        賞与等引当金繰入額 291,677

        退職手当引当金繰入額 19,288

  経常費用 33,437,282

    業務費用 14,481,054

      人件費 4,604,795

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：南房総市

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 71,880,715 103,829,134 -31,948,419 -

  純行政コスト（△） -31,107,516 -31,107,516 -

  財源 33,351,250 33,351,250 -

    税収等 20,100,106 20,100,106 -

    国県等補助金 13,251,145 13,251,145 -

  本年度差額 2,243,734 2,243,734 -

  固定資産等の変動（内部変動） 172,000 -172,000

    有形固定資産等の増加 3,363,406 -3,363,406

    有形固定資産等の減少 -3,232,745 3,232,745

    貸付金・基金等の増加 1,203,943 -1,203,943

    貸付金・基金等の減少 -1,162,605 1,162,605

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -16,199 - -16,199

  本年度純資産変動額 2,227,536 172,000 2,055,536 -

本年度末純資産残高 74,108,250 104,001,133 -29,892,883 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：南房総市

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 193,530

本年度歳計外現金増減額 -82,529

本年度末歳計外現金残高 111,001

本年度末現金預金残高 4,351,513

財務活動収支 -1,125,749

本年度資金収支額 510,589

前年度末資金残高 3,729,923

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 4,240,512

    地方債等償還支出 4,012,341

    その他の支出 -7,192

  財務活動収入 2,879,400

    地方債等発行収入 2,879,400

    その他の収入 -

    資産売却収入 11,347

    その他の収入 100,000

投資活動収支 -3,428,453

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,005,149

    その他の支出 -

  投資活動収入 693,745

    国県等補助金収入 103,864

    基金取崩収入 478,534

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 4,122,198

    公共施設等整備費支出 3,404,400

    基金積立金支出 714,216

    投資及び出資金支出 3,582

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 113,061

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 5,064,792

【投資活動収支】

    税収等収入 20,022,520

    国県等補助金収入 13,251,145

    使用料及び手数料収入 1,339,913

    その他の収入 897,488

  臨時支出 113,061

    移転費用支出 18,956,228

      補助金等支出 16,535,888

      社会保障給付支出 2,398,212

      その他の支出 21,619

  業務収入 35,511,066

    業務費用支出 11,376,985

      人件費支出 4,604,170

      物件費等支出 5,613,724

      支払利息支出 180,526

      その他の支出 978,564

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 30,333,213



注 記 

 

1 重要な会計方針 

（1）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としていま

す。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

（2）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･････････････････取得原価（または償却原価法（定額法）） 

   ③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･････････････････出資金額 

 

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品･････････先入先出法による原価法 

 

（4）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   10 年～50 年 

工作物  10 年～60 年 

物品   10 年～50 年 



② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法に

よっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内の

リース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナン

ス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（5）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し

ています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計

上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計

額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合に

おける積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額

を加算して計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上してい

ます。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（6）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 



（7）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物です。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

 

（8）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

（9）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

   該当なし 

 

2 重要な会計方針の変更等 

（1）会計方針の変更 

   該当なし 

 

（2）表示方法の変更 

   該当なし 

 

（3）資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   該当なし 

 

3 重要な後発事象 

（1）主要な業務の改廃 

   該当なし 

 

（2）組織・機構の大幅な変更 

   該当なし 

 

（3）地方財政制度の大幅な改正 

   該当なし 

 

（4）重大な災害等の発生 

   該当なし 

 

 



4 偶発債務 

（1）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当なし 

 

（2）係争中の訴訟等 

   該当なし 

 

5 追加情報 

（1）連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 － 

水道事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

① 特別会計は、全て全部連結の対象としています。 

② 地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

（2）出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と

しています。 

 

（3）表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（4）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

イ 内訳 

該当なし 


